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地域分類  

札幌市中心部主要 7 地区 

・  札幌駅前通り・札幌駅前通り周辺・札幌駅北口周辺・大通り周辺 

・  大通り南周辺・バスセンター前駅周辺・西 11 丁目駅周辺 

 

調査対象ビル  

 対象地区内に存在し、構造 4 階建以上、空調及びエレベータ設備を備えた延

床面積が 330 平方メートル（100 坪）以上の主要オフィスビル 377 棟 

 

表示  

・  単位はすべて平米（坪換算併記）  

・  面積計算においては小数 3 桁までの計算を基本としています。 

・  注記の無いグラフ・表・文章中の面積は小数 1 位または小数 3 位を四捨

五入。 

・  賃料計算においては面積計算乗除の小数 1 位を四捨五入。 

・  より正確な数値をご要望の場合はお問合せください。  

 



 

 

１． 札幌中心部オフィスビルの市況及び相場  

 

●  札幌中心部のオフィスビル市況は供給回復するも賃料が高止まり 

2023 年 12 月末時点の札幌ビジネスオフィス市況は空室面積 45,048 ㎡

（13,627 坪）と前年同月の空室率 2.19％から 0.69％増加し 2.88％となり

ました。 

新規供給は、2023 年 5 月竣工の「D-LIFEPLACE 札幌」貸室面積 11,319 ㎡

(3,424 坪)、7 月竣工の「CRES CUBE」貸室面積 2,154.67 ㎡(651.79 坪)、8

月竣工の「The Link Sapporo」貸室面積 11,817.83 ㎡(3,574.9 坪)、11 月竣

工の「桂和大通ビル５１」貸室面積 6,390.73 ㎡(1,933.2 坪)、12 月竣工の

「T-PLUS 札幌」貸室面積 5333.55 ㎡(1,613.4 坪)の 5 棟です。 

 

8 月竣工の「The Link Sapporo」はほぼ未稼働となっており空室率上昇に

影響しますが、他はいずれも高稼働となっています。 

  5 棟合計では 37,015.78 ㎡（11,197.29 坪）の新規供給がありましたが、

市内中心部全体の調査対象貸室面積は 2017 年の水準に止まっており、空室

率は微増していますが、依然として供給不足の状態が継続しています。 

 

需要の増加要因としてはコロナ禍の本格的な終息による一般需要の回復

がみられる点と、札幌市の「大札新」の誘致施策により IT/BPO 関連企業の

増床が続いている点が挙げられます。コールセンターの進出が鈍化し、拡張

を予定しての予備空間確保も減少してきており、かろうじて需給バランス

を保っている状態です。 

 

2023 年の 5 棟竣工、2024 年には 10 棟竣工予定、2025 年には貸室面積

1,000 坪を超える大型ビルが 3 棟竣工を予定していますが、大きな減床予定

が無いため、実質的な新規供給増となる見込みです。 

 

ここへきて、急激な建築資材、物価、人件費上昇の上に建築労働者不足の

状況で、建築費は高騰しており、新築予定の設計施行の変更が見られ、根本

的な計画の見直しも始まっています。空室率上昇の原因は地区相場を大き

く超える大型新築ビルの未稼働が主因ですが、賃料上昇傾向の継続見込み

から、募集賃料を下げる動きは少なく、空室率上昇の現況から、新築ビルで

はフリーレント（賃料部分の無料期間）対応の動きも見られるようになって

きました。2025 年度の新築増床に向けて、この傾向は今後も継続していく

と考えられます。 

 

【2024 年～2025 年竣工予定のオフィス床を含む新築ビル】 

 

〔札幌駅前通り周辺地区〕  

2024 年 3 月予定「(仮称)Ｎ北 3 条ビル新築工事」8F 

延床面積 1,209.69 ㎡(365.93 坪) 

 

〔札幌駅北口地区〕  

2024 年 4 月予定「（仮称）Noblesse Sapporo」7F 



 

 

延床面積 1,647.92 ㎡(498.49 坪) 

2025 年 11 月予定「（仮称）京阪北 7 西 5 オフィス計画」11F 

延床面積 7,435.99 ㎡(2,249.39 坪) 

 

〔大通り周辺地区〕  

2024 年 8 月予定「Ｓ－ＢＵＩＬＤＩＮＧ札幌大通Ⅱ」11F/B1 

延床面積 2,968.86 ㎡(898.08 坪) 

 

2024 年 9 月予定「(仮称)大通西 6 事務所ビル」9F 

延床面積 5,620.70 ㎡(1,700.26 坪) 

 

2025 年 3 月予定「(仮称)札幌 4 丁目プロジェクト新築計画」13F/B2 

延床面積 18,840.00 ㎡(5,699.10 坪) 

 

〔バスセンター前駅周辺地区〕  

2024 年 2 月予定「Ｎ２Ｆｕｊｉｉ」5F 

延床面積約 874.64 ㎡(264.58 坪) 

 

2024 年 4 月予定「(仮称) 南 1 東 2 ビル新築工事」8F/B1 

延床面積約 5,377.83 ㎡(1,626.79 坪) 

 

2024 年 5 月予定「創成クロス」8F/B1 

延床面積約 14,335.82 ㎡(4,336.59 坪) 

 

2024 年 8 月予定「(仮称)北海道新聞社東 4 プロジェクト」9F/B1 

延床面積約 20,035.04 ㎡(6,060.60 坪) 

 

〔大通南地区〕  

2024 年 9 月予定「ＣＯＮＮＥＣＴ ＳＡＰＰＯＴＯ」13F/B1 

延床面積 13,975.81 ㎡(4,227.68 坪) 

 

2024 年 12 月予定「(仮称)京阪南 3 西 3 オフィスビル計画」11F/B1 

延床面積 6,541.04 ㎡(1,978.66 坪) 

 

〔統計エリア外：中島公園地区〕  

2025 年 6 月予定「（仮称）ライラックスクエア（AXA 札幌 PJ）」13F 

延床面積 52,776.88 ㎡(15,965.01 坪)  



 

 

●  札幌ビジネス地区のテナントの動向   

 

一昨年来の再開発・建替えによる中心部から近接周辺への移転は一段落

しましたが、札幌駅前通り地区、札幌駅北口地区の賃料は上昇幅も大きく、

比較的賃料の低い駅前通り周辺地区、バスセンター前駅周辺地区、西 11 丁

目駅周辺地区の需要が引き続き堅調に推移しています。 

 

2023 年中には 5 棟の大型ビルが竣工しましたが、一部高価格帯の空室が

目立ち、貸室全体の大幅減床の影響は 2024 年中の新規供給も限られること

から、さらに需給のひっ迫した状況で推移するものと思われます。 

 

コロナ禍の終息が明確になり、全般需要の回復も見られましたが、商業施

設関連・IT/BPO 関連業種を中心に高性能なビルの新規需要は増しており、

全体の貸室面積が 2017 年の水準にあることから、慢性的なオフィス床供給

不足は継続しています。 

 

さらに、北海道は経産省の地域未来投資促進法による税制・金融支援、本

社機能移転補助金(賃貸料補填)、地方拠点強化税制の活用による企業誘致

を進めており、札幌市もスタートアップ立地促進補助金、IT・コンテンツ・

バイオ立地促進補助金、本社機能移転補助金等により規模の大小を問わず

誘致を強化しており、首都圏からの進出も増加傾向にあります。 

 

 

●  札幌中心部オフィスビルや複合商業施設は新築・建替えは計画見直しも  

 

2018 年の札幌都心の建物容積率の緩和や、市内中心部の賃貸用オフィス

不足の状況を踏まえ創設されたオフィスビル建設促進補助制度による新規

供給の促進、老朽化ビルの建替え等は計画が進んでいますが、札幌オリンピ

ック・パラリンピックの招致断念、新幹線開通の遅れに加え、建築費の高騰、

人手不足などにより、2030 年までの竣工を目指していた再開発計画は見直

しを迫られているところも出てきました。 

 

そうした状況においても、札幌市が 2023 年 6 月に「チーム札幌・北海道」

を発足し産官学金による「金融・資産運用特区」の認定を目指す動き、道の

ラピダス誘致による巨額の経済波及効果、コロナ禍終息にともなうインバ

ウンドの増加など、経済活発化の様相から商業・観光需要とともにオフィス

需要の減衰は考えにくく、計画は全般的には急ピッチで進められるものと

思われます。 

 

オフィス床を含む市街地再開発計画は、2022～2024 年着工 2025 年完了予

定の札幌駅北口周辺地区「（仮称）北 6 東 2・3 地区再開発計画」、「(仮称)京

阪北 7 西 5 オフィス計画」、札幌駅前通り地区「ヒューリックスクエア札幌

Ⅱ期」、大通周辺地区「（仮称）札幌 4 丁目プロジェクト新築計画」、をはじ

め、中島公園エリアに（仮称）ライラックスクエア、2026 年札幌駅前通り



 

 

地区「（仮称）いちご北 2 西 3 計画」、「(仮称)札幌北 1 西 5 計画」、2027 年

の大通り地区「札幌ダイビル再開発プロジェクト」、2028 年以降の大通周辺

地区「（仮称）大通西４南地区第一種市街地再開発事業」、札幌駅前通り地区

「（仮称）札幌駅南口北 4 西 3 地区第一種市街地再開発事業」「（仮称）北海

道ビルヂング建替計画」、札幌駅前通周辺地区「（仮称）札幌駅交流拠点北 5

西 1・西 2 地区市街地再開発事業」「（仮称）北 5 東 1(新幹線札幌駅プラッ

トホーム)」「（仮称）住友生命札幌ビル（センチュリーロイヤルホテル）建

替計画」「（仮称）北海道新聞社西 3 プロジェクト」、などの大規模整備が予

定されていますが、いずれも数年以上先の竣工を予定しており、オフィス床

の慢性的な不足はしばらく続くものと思われます。 

  



 

 

２． 札幌中心部オフィスビル貸室面積と空室面積  

グラフ単位(千㎡)・下表単位(㎡) 

年度 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

貸室面積 1,571,978 1,566,103 1,572,946 1,582,791 1,609,644 1,609,465 1,529,928 1,562,374

新築平米 1,549 10,725 16,532 11,032 15,189 16,635 18,829 37,015  

年度 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023
空室面積 48,532 36,387 39,818 24,635 43,428 32,476 33,478 45,048  

 

2023 年 12 月現在の空室面積は 45,048 ㎡（13,627 坪）、2022 年は 33,478 ㎡

（10,127 坪）であり 11,570 ㎡（3,500 坪）の増加でした。 

 

今年は 5 棟の新規供給があり高額物件を除き大型物件は高稼働率にて竣工し

ています。地区による年末時点での一時的な空室率の上昇は統計上の竣工時期

によるものもありますが、地区相場を大きく上回る賃料を嫌気しているものと

思われます。 

 

コールセンターの増床の動きは落ち着きを見せていますが、一般需要の回復、

IT/BPO 関連企業の新規開業や業務拡張に伴う増床需要は根強く、札幌中心部の

オフィス市況は供給不足が継続しています。2025 年に向けては、大型ビルの竣

工が予定されていますが、建築費高騰が賃料の高止まり傾向に影響必至とみて、

募集賃料を下げる動きは見られず、フリーレント（賃料部分の無料期間）の増加

が見込まれます。 

 

 

 

 

 



 

 

 

３．地区別空室率の推移  

 

年度 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年
札幌駅前通り 1.92 1.44 0.75 0.76 1.37 0.83 2.98 2.85

札幌駅前通り周辺 1.59 1.01 1.98 0.95 2.60 2.23 1.43 1.32
札幌駅北口周辺 1.72 1.04 1.91 1.01 1.58 1.37 3.06 7.34
大通り周辺 2.31 2.00 4.01 1.24 2.79 2.03 2.23 2.82
大通り南周辺 6.11 5.05 3.06 1.94 3.39 2.30 2.31 1.10

バスセンター前駅周辺 1.89 1.78 0.83 1.95 3.52 1.64 2.08 1.92
西11丁目駅周辺 10.66 7.88 5.78 4.92 4.72 3.78 2.18 2.99

全体平均 3.09 2.32 2.53 1.56 2.70 2.02 2.19 2.88  

 

2023 年 12 月現在、全体平均で 2.88％の空室率となりました。 

 

札幌駅前通り地区は、2023 年空室率 2.85％と 2022 年 2.98％から 0.13％とわ

ずかに減少となりました。 

中心部として最も需要の高い地区ですが、建替え、再開発により物件が不足し

ており、動きの少ない年となりました。 

 

札幌駅前通り周辺地区は、2023 年空室率 1.32％と 2022 年 1.43％から 0.11％

の減少となりました。建替え準備による一時移転も落ち着いたことから、動きの

少ない年となりました。 

 

札幌駅北口周辺地区は 2023 年空室率 7.34％と 2022 年 3.06％から 4.28％の

増加となりました。同地区は札幌駅への直結回廊や地下通路に隣接した新しい

ビルが多く、通信設備などの環境設備がハイスペックであり人気のある地区で

す。今回の空室率上昇は、8 月竣工の大型ビル「The Link Sapporo」が統計上ほ

ぼ未稼働となっていることが主因です。 



 

 

大通り周辺地区は、2023 年空室率 2.82％と 2022 年 2.23％から 0.59％の増加

となりました。商業地区ですが、人件費高騰、人手不足などにより、閉鎖撤退の

影響が出たものと思われます。 

 

大通り南周辺地区は、2023 年空室率 1.10％と 2022 年 2.31％から 1.21％の減

少となりました。飲食店などの商業施設の多い地区であり、コロナ禍の終息から

新規参入などの出店や関連オフィスの需要が回復したものと思われます。 

 

バスセンター前駅周辺地区は、2023 年空室率 1.92％と 2022 年 2.08％から

0.16％の減少となりました。減少理由としては、高騰する賃料から、比較的値ご

ろ感のある地区への移転が促進されたものと思われますが、新幹線新駅建設に

ともなう地下回廊の整備計画などを含む地域であり、テレビ塔周辺の創成川両

岸における再開発が見込まれることから、将来立地の獲得に動いた例も見られ

ました。 

 

西 11 丁目駅周辺地区は、2023 年空室率 2.99％と 2022 年 2.18％から 0.81％

の増加となりました。中心部へのアクセスがよく比較的賃料が低く人気のある

地区ですが、中心部建替えによる一時退避の回帰が影響したものと思われます。

自社ビル売却による中心部移転などもあり、空室率の増加となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

４．募集賃料の推移  

 

 

単位(円／3.3 ㎡) 

年度 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023
平均賃料 8,330 8,560 8,860 9,226 11,154 11,375 11,742 12,181
新築平均賃料 12,000 20,000 19,500 13,333 20,333 18,333 19,667 22,000
新築棟数 1 1 2 3 3 3 6 5  

 

2020 年から統計採用値をより実勢に合わせて把握するため、共益費込みの賃

料に改訂してあります。 

 

2023 年の平均賃料は 12,181 円と 2022 年の 11,742 円から 439 円の上昇とな

りました。 

 

2023 年は、新規供給もありましたが、札幌中心部全体の貸室面積は 2017 年の

水準にあるため、慢性的なオフィス不足は解消されておらず、さらに今後の建築

費の高騰が確実視されるため賃料の高止まりに影響しており、供給不足に加え、

供給側優位の状況がより強く表われた結果、大幅な上昇となりました。 

 

大型新築ビルの募集賃料は高水準で、募集賃料を押し上げる一番の要因です

が、2022 年に比べてオフィスの縮小や商業系店舗の撤退などによる解約の動き

が落ち着いたこともあり、建替えを予定しているビルからの移転需要も一段落

したものの、コロナ禍の終息から新規進出の増加、IT/BPO 関連の旺盛な需要に

より全般的慢性的な供給不足は解消されず、札幌ビジネス地区全体の賃料相場

は今後も高止まり傾向で推移するものと思われます。 



 

 

５．地区別募集賃料の推移  

 

単位(円／3.3 ㎡) 

年度 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年
札幌駅前通り 12,005 12,704 12,945 13,905 15,640 16,068 16,992 17,606

札幌駅前通り周辺 9,633 9,897 10,432 10,885 12,895 12,839 13,356 13,659
札幌駅北口周辺 9,899 10,266 10,680 11,168 12,968 13,728 14,203 14,944
大通り周辺 8,740 9,074 9,406 9,754 11,807 11,972 12,306 12,867
大通り南周辺 6,824 7,000 7,156 7,392 9,253 9,589 10,036 10,130

バスセンター前駅周辺 6,578 6,642 6,995 7,448 9,270 9,632 9,935 10,260
西11丁目駅周辺 6,699 6,819 6,644 6,830 8,702 8,767 8,977 9,383
全　体　平　均 8,330 8,560 8,860 9,226 11,154 11,375 11,742 12,181  

 

2020 年から統計採用値をより実勢に合わせて把握するため、共益費込みの賃

料に改訂してあります。 

 

札幌駅前通り地区の 2023 年における募集賃料は 17,606 円で 614 円の大幅な

上昇となりました。5 月に竣工した「D-LIFEPLACE 札幌」の募集賃料は 25,000/

坪と高水準であり、最も人気の高い地区であることから、今後も同地区の平均賃

料は上昇傾向を保っていくものと思われます。 

 

札幌駅前通り周辺地区の 2023 年における募集賃料は 13,659 円で 303 円の上

昇となりました。中心部からの移転需要が高く供給不足が継続していることが

一番の要因であると思われます。 

 

札幌駅北口周辺地区の募集賃料は 14,944 円で 741 円の大幅な上昇となりまし



 

 

た。この地区は毎年ハイペースで賃料の上昇が続いており、新築ビルの賃料の影

響が大きい地区となっています。8 月竣工の「The Link Sapporo」は JR 札幌駅

東口、創成川通りに面した好立地にあり平均募集賃料は 24,000 円/坪と高額の

ため、年末時点では空室率が高くなっています。12 月竣工の「T-PLUS 札幌」は

札幌第一合同庁舎に隣接し札幌駅までの地下回廊に至近であり平均募集賃料は

22,000 円/坪となっていますが、オフィス区画は満床の見込みとなっております。

いずれも地区の賃料相場を大幅に上回っており推移を観る必要がありそうです。 

この地区は北海道大学に近く、地下鉄南北線北 12 条駅からのアクセス、地下

鉄東豊線札幌駅直結、JR 札幌駅からも徒歩圏内で地下歩道が整備されており、

比較的新しいハイテクビルが多く人気のある地区です。 

 

大通り周辺地区、大通り南周辺地区、バスセンター前駅周辺地区、西 11 丁目

駅周辺地区は、ビジネス地区の全般的な供給不足、建替えによる募集停止による

貸室面積減床の影響からいずれも賃料の上昇が続いていますが、地区の賃料相

場を大幅に上回る新築ビルでは成約率が低くなっています。比較的賃料上昇が

小幅に抑えられた大通り南周辺地区は空室率も大幅に減少しました。今後も高

騰する中心部のビルからの移転需要や、道、市の大型経済政策、コロナ禍終息に

よる景気浮揚、インバウンドの増加などからオフィス需要は高まるものと考え

られ、建築費の高騰もあり、募集賃料は上昇傾向が続くものと思われます。 

 

 

 

  



 

 

６．新規需要量  

単位(㎡) 

年度 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023
新規需要量 28,027 6,270 3,412 25,028 8,060 10,773 -80,539 20,876
新築物件供給量 1,549 10,725 16,532 11,032 18,296 16,635 18,829 11,197  

 

新規需要量とは貸室面積（供給面積）に対し、今年新たに新規のテナント需要

量があったかどうかの増減の数値です。2023 年で言えば 2022 年から貸室面積が

32,446 ㎡（9,815 坪）の増加(数値はプラスとなります)、空室面積は 11,570 ㎡

（3,500 坪）の増加(数値はマイナスとなります)。空室面積が増加した分を加算

し 20,876 ㎡（6,315 坪）が実際の新規需要量です。 

様々な要因により変化しますがマイナスの数値であれば縮小、移転、撤退、倒

産による景気後退の影響が明確に表れると考えられ、プラスの数値であれば景

気回復による進出、増床、拡大移転などの動きがあったことが考えられます。 

 

昨年(2022 年)の数値については、再開発・建替えにともなう募集停止による

貸室面積の大幅な減少に加え、一時的な空室面積の増加という著しい数値の逆

転が起きたことにより、新規需要量の極端なマイナスとなりました。指標として

一般に解釈される景気後退局面であるとは言えず、特異な数値となっている点

に留意が必要です。 

 

2023 年は、コロナ禍終息による景気回復に期待感がありましたが、全般的な

物価高による閉塞感や人手不足による閉鎖撤退なども観られ、一般には景気回

復の実感に乏しい年となりました。一方では、多くの再開発が進み、インバウン



 

 

ド需要の回復が顕著となり、大型経済政策の発表など札幌市経済活動の浮揚感

はオフィス需要の増加を加速しているように見受けられます。 

 

以上 


